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第２回港湾行政マネジメントに関する研究会議事概要 
 
○日時：平成１６年１２月 ２日（木）１３：００～１５：００ 
○場所：パシフィコ横浜 会議室４１８ 
○ 主要意見 
・ 今回の行政マネジメントの目的は、国が積極的にマネジメントに関与するということが

まずありきかと思うが、資料では、国が主体的に取り組むということがきちんと表現で

きていないのではないか。そのあたり工夫をする必要がある。 
 
・ 国土交通省としてマネジメント改革や政策評価などをやっているが、マネジメント改革

の目的は、現場サイドの改善を通じて政策体系の改善や政策効果の向上を目指すもので

ある。港湾行政マネジメントにおける重要なポイントは、国として港湾行政についてど

のようなことを行っているかをより明らかに示す外部マネジメントと、現場サイドのや

る気を引き出すような内部マネジメントの２つの側面をいかに接続する仕組みをつく

るかということである。 
 
・港湾行政マネジメントにおいて、国民が港湾行政について良く理解できるようにわかり

易く積極的に PR することと、現場サイドの活動が国の政策に貢献しているという意識

付けを行い職員のやる気やモチベーションを高めること、この双方の関連性や接続点を

説明するのは容易ではないが、双方を実施するのがマネジメントである。 
 
・ ビジネスの世界では設備をベースとした事業をする場合、資金の回転率、つまり ROA

（return on asset）の最大化を追求するような目標が一般的なので、これを指標として

ベンチマーキングするような考え方があっても良いのではないか。ただ行政の場合、何

をもってリターンを測定するのかという問題はある。 
 
・ アウトカム指標がどの程度、港湾行政の使命を実現するために必要であると考えている

のか、どれだけ十分性を担保するか、指標を選定する方法についても、研究会の意見を

吸い上げて良しとするのか、それとも定量的あるいは論理的な根拠を持たせるのかなど

についても整理する必要があるのではないか。 
 
・ 指標の選定方法としては、民間の企業の視点から言えば、例えば最終的な目標に対する

寄与度の大きさで指標にプライオリティを付けるやり方もあるのではないか。 
 
・ 国土交通省がコントローラブルな指標だけを選定しても、結局のところ港湾行政全体の

改善には繋がらないので、その辺も踏まえて指標を考えていく必要がある。また、より

実効性のあるマネジメントを目指しているのであれば、検討段階から関係者を巻き込み

テーブルの上にメンバーを乗せていく必要がある。 
 
・ 効果をどう測定するかばかりではなく、研究開発のパフォーマンスを直接的に計測でき

るような指標、コスト削減などを評価する指標もあってよいのではないか。 

資料 1 



第 2 回研究会における主な意見と対応案 

 
 指 摘 事 項 対 応 案 備考 

1 

・今回の行政マネジメントの視点は国にあって、国が積極的にマ

ネジメントに関与するということがまずありきかと思うが、資

料では、国が主体的に取り組むということがきちんと表現でき

ていないのではないか。 

・ 国が主体的に取り組むことを明確にするために、国の

立場から関係者を整理した相関図を再整理。さらに、

それらの関係者が港湾活動のどのプロセスにどのよう

に関係しているのかを把握するために作成した港湾活

動に対する影響マップについても再整理。 

資料３ 

2 

・より実効性のあるマネジメントを目指しているのであれば、検

討段階から関係者を巻き込みテーブルの上にメンバーを乗せて

いく必要がある。 

・マネジメントの検討状況を踏まえつつ、関係者を巻き込

むことを適宜検討したい。 
－ 

3 

・マネジメント改革の目的は、現場サイドの改善を通じて、政策

体系の改善や政策効果の向上を目指すことである。そのために

は、現場の職員に対して、現場サイドの活動が国の政策に貢献

しているという意識付けを行い、職員のやる気やモチベーショ

ンを高める仕組みづくりが重要である。 

・現場における職員の日々の活動が、港湾行政の使命や目

標の実現のためにどのように貢献しているのかをバラン

ス・スコアカードを活用して整理。 

資料４ 

資料２



 

4 

・アウトカム指標がどの程度、港湾行政の使命を実現するために

必要であると考えているのか、どれだけ十分性を担保するか、

指標を選定する方法についても、研究会の意見を吸い上げて良

しとするのか、それとも定量的あるいは論理的な根拠を持たせ

るのかなどについても整理する必要があるのではないか。 
・指標の選定方法としては、民間の企業の観点から言えば、例え

ば最終的な目標に対する寄与度の大きさで指標にプライオリテ

ィを付けるやり方もあるのではないか。 

・物流分野における目標である国際競争力の強化や、国民

生活の質の向上等の指標に対する当該指標の定量的な評

価は困難であることから、ロジックモデルによるアウト

カムの因果関係、指標については、アウトカムへの重要

度、データの収集性・継続性等を考慮し選定することと

している。 

資料４ 

5 

・より実効性のあるマネジメントを目指しているのであれば、指

標がうまく動くかなどについても検証が必要ではないか。 
・選定した指標が実効的であるかどうかについては、過去

のデータを利用するなどしてチェックテストを実施した

いと考えている。 

－ 

6 

・ビジネスの世界では設備をベースとした事業をする場合、資金

の回転率、つまり ROA(return on asset)の最大化を追求するよ

うな目標が一般的なので、これを指標としてベンチマーキング

するような考え方があっても良いのではないか。ただ、行政の

場合、何をもってリターンを測定するのかという問題はある。

・行政におけるリターンの測定などについては様々な研究

が行われているが、まだまだ検討すべき課題も多いこと

から、その研究動向を見極めつつ、今後取り組むべき課

題と考えている。 

－ 
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港湾行政マネジメントに関する基本的な枠組み（案）

資料３

1.港湾行政のマネジメント主体から見た関係者の整理
2.港湾活動に対する影響マップ
3.港湾行政マネジメントサイクルの確立に向けた検討事項
4.港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項
5.使命および目標等の明確化
6.港湾行政マネジメントの導入イメージ（案）



1

1) 港湾行政のマネジメント主体から見た関係者の整理 （相関図）

港湾管理者港湾管理者

港湾の利用者港湾の利用者
（（物流事業者物流事業者、、

荷主荷主等）等）

関係行政機関関係行政機関
（（通関通関、、検疫、検疫、
入管、海保等入管、海保等））

国国
（（国土交通省国土交通省港湾局、港湾局、

地方整備局等）地方整備局等）

国民国民
（エンドユーザー、（エンドユーザー、

納税者納税者等等））

地域住民地域住民
（居住者、（居住者、
漁業者漁業者等等））

■国の港湾行政マネジメント ■国と港湾管理者が連携した
港湾行政マネジメントのイメージ

港湾管理者港湾管理者
港湾の利用者港湾の利用者

（（物流事業者物流事業者、、
荷主荷主等）等）

関係行政機関関係行政機関
（（通関通関、、検疫、検疫、
入管、海保等入管、海保等））

国国
（（国土交通省国土交通省港湾局、港湾局、

地方整備局等）地方整備局等）

国民国民
（エンドユーザー、（エンドユーザー、

納税者納税者等等））

地域住民地域住民
（居住者、（居住者、
漁業者漁業者等等））

連連 携携

マネジメントマネジメント
主体主体 マネジメント主体マネジメント主体



関係行政機関 国 地域住民等

納税者
エンド
ユーザー

通関、検疫、
入管、海保等

国土交通省港湾局、
地方整備局等

物流
事業者

荷主
居住者、
漁業者等

計画段階

施工段階

供用段階

Next Step 　　　時期の計画・施工・供用段階へと発展

港湾利用者国民等
港湾管理者

2

2) 港湾活動に対する影響マップ

港湾計画
の策定

技術的助言、関係
する港湾管理者間調整

（地方整備局等）

重要港湾の港湾計画
審査（国土交通大臣）

                  事業実施に向けた検討
・「必要性」、 「効率性」 、「緊急性」から事業計画
を検討、公表

・効率的
な事業計
画の要
求

・物流コ
ストが低
減する事
業の要求

・地域住民等の意
向を取り入れ、周
辺環境に配慮した
事業実施の要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた事
業実施の要求

・地域住民等の意向
を取り入れ、周辺環
境に配慮した計画
の策定要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた計
画の策定要求

・各種施策
の取組状
況・港湾整
備への要請

・事業
費縮減
による
租税の
効果的
使用の
要求

・港湾工事の施工
時における港湾
機能の水準確保
等の要請
・港湾施設の早期
供用の要求

・港湾工事の施
工時における環
境被害・漁業損
失への対策補償
等の要求

・港湾工事の施
工時における海
上・陸上交通等
の安全確保等
の要求
・リサイクル等
の推進の要求

・物流
コスト
に影響
を与え
ない施
工の要
求

           年度事業実施計画の策定
・漁業補償、安全対策等の実施条件の整備
・新技術の導入等の技術的検討
・個別の調査、設計

            建設工事等の事業の施工
・個別の工事の発注
・個別の工事の監督検収

技術的助言、関係する
港湾管理者間調整
（地方整備局等）

国有施設の管理委託
（地方整備局等）

・民間事
業者の
設備投
資

物流機能を発揮する
埠頭として全体管理

・港湾サービスの
向上による物流コ
スト削減の要望

・良好な生活環境，
漁労環境確保の要
望

・港湾サービスの水
準に関する有益な情
報提供の要望

・港湾活動に関す
る学習・見学の機
会提供への要請

    物流埠頭の経営
・ポートセールス等の利
用振興活動の展開
・港湾諸手続きの円滑化
の促進
・港湾管理者財政の改
善

保安業務の実施

改良、維持業務の実施
・港湾利用に伴う居
住環境，漁労環境
への影響に関する
意見の提供

・港湾サービスの水
準、施設状況に関す
る意見の提供

        港湾活動に関する情報等の開示
・港湾統計等の情報提供
・港湾活動に関する学習・見学等

・港湾
施設の
能力を
最大限
に活用
するた
めの有
効的な
港湾運
営の要
望

・物流コ
ストの
低減に
よる高
質で安
価な商
品の購
入への
要望

施設計画等の
原案の策定
（直轄施設等）

施設計画等の
原案の策定
（補助施設等）

港湾利用に係る諸
手続円滑化の支援
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検討①：行政の効率化、説明責任の履行、現場の改革に資するアウトカム指標の検討
→誰（国民、ﾕｰｻﾞｰ、現場等）にとってのどのような指標とするか？
→マネジメントの単位や評価の単位をどのように考えるか？
→指標の目標値設定や実績値のデータ取得体制はどうあるべきか？

検討②：アウトカム指標の達成度評価とマネジメントサイクル確立に向けた検討
→指標の達成度や未達成の状況をどう評価するか？
→評価結果の予算などへのフィードバックをどう行うか？
→評価の関連主体（国、港湾管理者、関係省庁等）に応じた評価はどうあるべきか？

計画・目標等の設定①⑨
（社会資本整備重点計画、港湾計画等）

予算の決定③

施策・実施事業選定②
(新規事業採択時評価・再評価)

事業・施策の実施④

施策改善・予算等の検討･フィードバック

⑧⑫

PLAN

DO

SEE

公表
公表

政策ﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(業績測定)⑤
政策レビュー⑥
事業評価(再評価・事後評価)⑦

マネジメント評価⑪

ACTION

CHECK

現場におけるマネジメント

改革⑩

①計画目標等の設定
②施策・実施事業選定
③予算の決定
④事業・施策の実施
⑤業績測定
⑥政策レビュー
⑦事業評価
⑧施策改善・予算等の検討

導入済みプロセス

⑨国民および使う側に立った指標の
整備(アウトカム指標)

⑩現場におけるマネジメント改革
(日々の改善)

⑪マネジメント評価
⑫組織・予算・人事等へのフィード

バック

新たな導入ﾌﾟﾛｾｽ（案）

3）港湾行政マネジメントサイクルの確立に向けた検討事項
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4) 港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項

行政の効率化、説明責任の履行、現場改革の実現を目指した港湾行政マネジメ
ントサイクルの確立を目指し、これまでのサイクルに加えて下記を検討する。

【①使命および目標等の明確化】
・港湾行政の使命、目標など戦略プランの
明確化

【⑤目標値の達成度比較・分析等】
・目標値の達成度など、指標を比較・分析

【②指標の選定】
・アウトカムの流れ図（ロジックモデル）に
よるアウトカムの選定
・アウトカム指標候補の選出
・アウトカム指標の選出

【③目標値の設定】
・目標値の決定、合意の形成

【④指標のフォローアップの検討】
・データの収集方法、時期、保存等の検討
・指標のフォローアップ

第
２
回
研
究
会
（前
回
）

第
３
回
研
究
会
（今
回
）

第
４
回
研
究
会

①使命および目標等
の明確化

③目標値の設定

②指標の選定

④指標のフォロー
アップの検討

次年度のPDCAサイクルへ
の反映

PLAN

DO

SEE

公表 公表

⑤目標値に対する達成度
の比較・分析

ACTION

CHECK

■港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項



5) 使命および目標等の明確化　（港湾行政の戦略プラン）

港湾行政の使命
　  1.生き生きとした暮らし
　　2.活力ある経済社会
　　3.日々の安全
　　4.美しく良好な環境
　　5.多様性ある地域

国土交通省の使命
人々の生き生きとした暮らしと、これ
を支える活力ある経済社会、日々
の安全、美しく良好な環境、多様性
ある地域を実現するためのハード・
ソフトの基盤を形成すること。

国土交通省の使
命を実現するため

1.活力
国際競争力の強化と国民生活の質の向
上に資する海上輸送サービスの確保・産
業空間の形成

1.国際海上
コンテナ輸
送の進展
に対応した
物流ネット
ワークの形
成

2.産業競
争力を強
化する多
目的国際
ターミナル
の拠点的
再配置

3.複合一
貫輸送等
に対応した
国内海上
輸送ネット
ワークの
形成

4.港湾及
び航路に
おける安
全と海上
輸送にお
ける信頼
性の確保

3.環境
循環型社会の構築など環境問題への対応

1.港湾を拠
点とする広
域的な静
脈物流シ
ステムの構
築

2.港湾、
海域にお
ける良好
な環境の
形成

3.良好
な海洋
環境の
形成

4.廃棄
物処理
対策の
推進

2.安全
安全で安心な地域づくり

1.地震時
等災害時
における
物流及び
臨海部防
災拠点機
能の確保

2.海上
レクリ
エーショ
ン活動
等の安
全性の
確保

3.港湾に
おけるテ
ロ等に備
えた保安
レベルの
向上

4.暮らし
みなとまちづくりの推進

2.港湾空
間におけ
る良好な
環境の実
現

効率性・透明性
効率的で透明性の高い行政の実現

　1.効率的・効果的な行政運営
　　①運営手続きの簡素化・迅速化
　　②コスト等縮減への対策
　2.国民に開かれた行政運営
　　①行政情報等の公開
　　②PIの実施

国際海
上コン
テナ
ターミ
ナルの
整備

情報
化、24
時間フ
ルオー
プン化
の推進

多目的
国際
ターミ
ナルの
整備

複合一
貫内貿
ターミ
ナルの
整備

臨港交
通施設
の整備

国際幹
線航路
の整備

総合静
脈物流
拠点港
（リサイ
クル
ポート）
の形成

静脈物
流ネッ
トワー
クの構
築

干潟等
の保
全・再
生・創
造の推
進

湾内
海洋
環境
の形
成

廃棄
物海
面処
分場
の整
備

広域廃
棄物処
分場
（フェ
ニック
ス）の
整備

スー
パー
フェ
ニック
ス事業
の推進

耐震強
化岸壁
等の整
備

プレ
ジャー
ボート
の係
留・保
管対策
の推進

沈廃船
処理対
策の推
進

港湾施
設の保
安対策

港湾施
設のバ
リアフ
リー化
の推進

みなと
まちづ
くりの
推進

港湾緑
地の整
備

1.地域交
流拠点と
してのみ
なとまち
づくりの
推進

国土交通省の基本的な目標
1.自立した個人の生き生きとした

3.安全の確保（情報共有と国民の主体的行動）

5.多様性ある地域の形成（個性と自立）

暮らしの実現（多様性と自由な選択）
2.競争力のある経済社会の維持・発展（国際競争力と時代潮流）

4.美しく良好な環境の保全と創造（地球環境と美しい日本）

使
　
命

目
　
標

施
　
策

事
　
業

資料）「社会資本整備重点計画」、「国土交通省の使命、目標、仕事の進め方(H13.1)」などより作成

の実現

5



6

6) 港湾行政マネジメントの導入イメージ（案）

平成平成1818年度年度平成平成1717年度年度平成平成1616年度年度

SEE ACTION

CHECK

【年次成果
レポート（仮

称）】

港
湾
行
政
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル

DO DO⑩現場におけるﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ改革（試行） ⑩現場におけるﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ改革

③予算の決定

②施策・実施
事業選定

PLAN

DO ④事業・施策の実施 ④事業・施策の実施

①計画・目標
等の設定

⑤政策ﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ
⑥政策ﾚﾋﾞｭｰ
⑦事業評価

⑧施策改善・予
算等の検討・ﾌｨｰ
ﾄﾞﾊﾞｯｸ

ACTION

CHECK

③予算の決定

②施策・実施事業
選定

PLAN

⑨国民および使う側
に立った指標の整備
（試行）

公表

③予算の決定

②施策・実施事業選定

PLAN
①計画・目標等の設定
⑨国民および使う側に
立った指標の整備

【年次実行
プラン（仮称）】

公表

⑤政策チェックアップ
⑥政策レビュー
⑦事業評価

⑧施策改善・予算等の
検討・ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

公表

【年次実行
プラン（仮称）】

①計画・目標等の
設定

⑪ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ評価（試行）

⑫組織・予算・人事等
へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ（試行）

・「安全」等、他分野のマネジメントの検討
・「物流」分野におけるマネジメントのフォローアップ

SEE

・「物流」分野のマネジメントの試行・「物流」分野のマネジメントの試行
・「物流」分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの本格導入・「物流」分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの本格導入

・「安全」等、他分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの試行・「安全」等、他分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの試行

本
研
究
会
に

・マネジメントの基本的な枠組みの構築
・「物流」分野のマネジメントの検討

・高度化へ向けた検討

公表

【中間とりまとめ）】

公表

【中間とりまとめ）】

⑨国民および使う側に
立った指標の整備

お
け
る
検
討



0

指標の選定について
（案）

資料４

1.指標の選定手順（案）
2.アクティビティ・アウトカムのフロー図
3.指標（案）の選定



1

1) 指標の選定手順（案）

・計画、施工、供用の各段階におけるインプット、活動（アクティビティ）、アウトプット、アウトカム

(1) 港湾物流に関わる施策のアウトカムの流れ図（ロジックモデル）

(2)アウトカムの選出

(3)アウトカムに関わる指標候補案の選出

(4)指標案の選定

・特定の施策などが目指す結果を表すことができるアウトカム
・行政の効率化（競争原理、現場主義）に資するアウトカム
・国民への説明責任など（成果主義、顧客主義）に資するアウトカム

・エンドユーザーに限らず、中間顧客（港湾利用者など）の成果に関わる指標
・競争原理によるベンチマーキングなどを目的とした全国的な統一指標
・個別の事務所など独自での設定も許す現場のマネジメントに資する個別指標

・アウトカムにとっての重要性や適切性、わかりやすさ
・データの収集や費用、継続性
・指標の独自性や加算性 など



2

2-1) 「計画段階」を対象としたアクティビティのフロー図

社会経済情勢の変
化等に対応した計
画変更への取り組
み

地域住民、港湾利
用者等関係者との
調整の実施

・見学会の参加人数
・パブコメの実施回数
・パブコメで提出された意見数
・関係者との打合せ回数
・委員会の開催回数

地域住民、港湾利
用者の意見の港
湾計画への反映
などを検討

インプット アウトプットアクティビティ

事業の「必要性」、
「緊急性」の検討

事業の実施に向け
た検討

地域住民、港湾利
用者の意見を反
映した港湾計画の

策定

事業実施計画に
対する各種調整

等

エンドユーザー、
地域住民、港湾利
用者の意見を取り
入れた事業実施

計画

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

港湾計画に対する
各種調整等

事業の「効率性」
の検討

・対応策の検討数
・コスト縮減率
・新工法の導入件数
・Ｂ／Ｃ
・滞船減少率

・関係者との調整回数

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

課題の整理、対応
方策、計画案の検

討など

・港湾計画目標年次の有効性
・利用者へのアンケート実施回
数
・利用者からの要望数

地方整備局などに
よる調整等

地方整備局などに
よる調整等

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

・関係者との調整回数

管
A 1 -1

国土交通省港湾
局による指導、審

査等

国

管

2 -1 3 -1 4 -1

国 国 国

1 -2 2 -2 3 -2B

5 -1

4 -2

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

1 -3 2
-3

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアクティビティ

・・・

行政の効率化に資する重要なアクティビティ・・・

国

・バースの貨物取扱状況指標
　（貨物量増加率、増加量、トン/m）
・投資の有効性指標
　（貿易額、対計画比利用率、対資産比等）
・ヤードの利用状況指標
　（利用度、混雑解消度）
・バースの船舶利用状況指標
　（占有率、計画船型クラス利用率、寄港隻
数、接岸延べ時間等）
・経済損失額　・港湾利用者満足度

・広報活動参加人数
・見学会の参加人数
・HPアクセス件数
・新聞掲載件数
・情報公開件数
・見学会の実施件数



2-2) 「施工段階」を対象としたアクティビティのフロー図

国際海上コンテナ
ターミナルの施工

多目的国際ターミ
ナルの施工

複合一貫内貿ター
ミナルの施工

リサイクル材及び
新技術の導入

・新技術導入件数
・リサイクル材利用率

工事の進捗管理
の実施

建設費用の
変化

予定進捗率
の達成

・予定進捗率の達成度
・工事の早期発注率
・工期の短縮日数

インプット アクティビティ アウトプット

リサイクル材及び
新技術導入の検

討

・リサイクル材導入の検討件数
・新技術導入の検討件数

工事の進捗管理
の検討

・進捗管理の検討数

工事事故の防止
対策の実施

・水質環境レベル
・大気環境レベル
・騒音環境レベル

（安全対策）
工事事故の防止
対策の検討

国際幹線航路の
施工

臨港道路の施工 地元・環境対策の
実施

・地元・環境対策の実施件数

地元・環境対策の
検討

・防止対策の検討件数

施工中の円滑な
物流活動の遂行

・港湾利用者満足度
・施工中の航行制限時間
・施工中の航行制限隻数

港湾機能の
維持等の検討

・機能維持対策の検討件数

港湾機能の維持
等の実施

施工時の環境被
害、漁業損失の

軽減

・工事コスト削減率

港湾施設の完成

・工事安全教育の実施件数
・施工中の工事事故件数

工事事故件数の
減少

・工事中の事故件数

・環境調査の実施回数
・工事説明会の実施件数
・工事説明会の参加人数

・機能維持対策の実施件数

3

国

管 A

1 -2

国

管

国

管

国

国

管

B

C

D

E

1 -3

1 -4

1 -5

1 -6 2 -6

2 -5

2 -4

2 -3

2 -2 3 -1

3 -2

3 -3

3 -4

3 -5

より経済的な構造
断面の導入

・構造形式などの導入数

より経済的な構造
断面の検討

・構造形式などの検討数
・構造断面などの比較数

1 -1
2 -1

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

1
-7

2
-7

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアクティビティ

・・・

行政の効率化に資する重要なアクティビティ・・・

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関

保安対策の推進

国

管
F

耐震強化岸壁
の整備

国

管 G

行

・四半期の発注件数

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

・広報活動参加人数
・見学会の参加人数
・HPアクセス件数
・新聞掲載件数
・情報公開件数
・見学会の実施件数



2-3) 「供用段階」を対象としたアウトカムのフロー図

国際海上コンテナ
ターミナルの整備

多目的国際ターミ
ナルの整備

複合一貫内貿ター
ミナルの整備

臨港道路の整備

国際幹線航路の
整備

港湾諸手続の
簡素化への対応

保安対策の
推進

24時間フルオープ
ン化の推進

ポートセールスの
実施

港湾利用の
促進

・航路数
・入港船舶数
・取扱貨物量
・提携姉妹港

オープン時間の
延長

・CIQのオープン時間

保安対策の
実施

・フェンス延長
・保安対応バース数
・保安対応済み港湾数
・保安対応済み入港船舶数
・船舶動静、問題船の把握状
況

手続きの国際標
準化への対応
(FAL条約対応)

ワンストップサー
ビス（シングルウィ
ンドウ）化の実現

大型船舶が航行
可能な航路の供

用

船舶の円滑な
航行の実現

・定期航路の欠航率
・海難事故発生件数
・荷役不可能日数
・保安措置実施施設数
・SOLAS条約入港拒否隻数
・航行船舶平均速度
・湾内静穏度

臨港道路の
延伸

・臨港道路の延長
・臨港道路の交通容量

物流ターミナルの
供用

・埠頭用地面積
・泊地面積
・バース数
・供用岸壁の延長
・大水深岸壁の延長
・荷役機械設置台数
・荷役機械処理能力

陸上輸送距離の
短縮

・平均陸上輸送距離
・最寄ICまでの距離
・陸上輸送半日往復圏の
人口カバー率
・域内発着貨物量増加率

臨港道路における
渋滞の減少

・港湾車両DID地区交通量
・渋滞発生時間
・渋滞による損失費用
・夜間のゲート利用料
・平均走行速度

港湾荷役の
効率化

・平均荷役速度
・時間当り荷役量
・荷役機械当り荷役量
・夜間、休日利用量
・荷役待ち時間

船舶の大型化へ
の対応

・大型船の寄港平均船型
・大型船の寄港最大船型
・1隻あたり積卸貨物量
・大型船の寄港隻数
・大型船の寄港比率

船舶の滞船時間
の減少

・沖待ち回数
・船舶滞船時間
・喫水調整回数

リードタイムの
短縮

・電子ﾃﾞｰﾀ利用率
・貨物積み卸し時間
・申請手続時間
・通関処理時間
・平均リードタイム

陸上輸送コストの
低減

・陸上輸送コスト低減額
・平均陸上輸送時間
・最寄IC平均到達時間短
縮率

荷役コストの低減

・港湾施設使用料低減率
・ターミナルリース料金低
減率
・入港料金低減率

海上輸送コストの
低減

・海上輸送コスト低減額
・所要海上移動時間
・海上輸送運賃低減額

国際競争力の強
化と国民生活の
質の向上および
地域経済の活性
化に資する海上
輸送サービスの確
保・産業空間の形

成

・製造業海外生産比率
・消費者物価指数
・輸入生鮮食料品国内価格
・輸出自動車海外販売価格
・国際競争力ランキング
・完全失業率
・国民所得
・一人当たりGDP
・経済成長率
・港湾への国民満足度

インプット／
アクティビティ アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

・FAL条約と異なる手続
きの件数（相違件数）

・ボトルネック解消率

・入港拒否回避隻数

・シングルウィンドウ利用率
・Sea-NACCS連携率
・港湾EDI普及率

・利用状況の変化

国

管

国

管

国

管

国

管

国

国

管

行

国

管

管

行

管

4

行

物流コストの
低減

・海運を利用した物流コ
スト低減率

A

B

C

D

E

F

G

H

I

1 -1

2 -1 4 -1

2 -2

2 -3 4 -2

4 -3

2 -4

2 -5

2 -7

2 -6

4 -4

3 -1

1 -8

1 -7

1 -6

1 -5

1 -4

1 -3

1 -2

安全性の向上

・バースの貨物取扱状況指標
　（貨物量増加率、増加量、トン/m）
・投資の有効性指標
　（貿易額、対計画比利用率、対資産比等）
・ヤードの利用状況指標
　（利用度、混雑解消度）
・バースの船舶利用状況指標
　（占有率、計画船型クラス利用率、寄港隻
数、接岸延べ時間等）
・経済損失額　・港湾利用者満足度

より安全・安心なサービスの実現
より安全・安心なサービスの提供

より効率的な施設
の利用

より安くて速いサービスの実現より安くて速いサービスの提供

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・広報活動参加人数
・見学会の参加人数
・HPアクセス件数
・新聞掲載件数
・情報公開件数
・見学会の実施件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

2 -9 3 -2

【凡例1】

・図中の□の下は指標例
（※青文字は政策チェックアップ指標）

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアウトカム／アウトプット

・・・

行政の効率化に資する重要なアウトカム／
アウトプット

・・・

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関
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3) 指標（案）の選定

現場の事務所による独自指標

B.より効率的な行政への対応
(1)より効率的・効果的な行政への対応
〔指標- 8〕 事業計画の予定進捗率の達成度（単年度ベース）
〔指標- 9〕 工事コスト縮減率

〔指標- B1〕
〔指標- B2〕

現場の事務所による独自指標（今後追加検討）

A.国民への説明責任・成果主義などへの対応
(1)より安くて・速いサービスの提供
〔指標- 1〕 大水深ﾀｰﾐﾅﾙ等における寄港船舶の平均船型
〔指標- 2〕 港湾の入出港に関わる手続きの電子データ利用率

(2)より安全・安心なサービスの提供
〔指標- 3〕 主要ﾀｰﾐﾅﾙにおける定期航路の欠航率
〔指標- 4〕 開発保全航路等における海難事故発生件数

(3)より効率的な投資・有効的な港湾の利用の実現
〔指標- 5〕 目標取扱貨物量の伸び率
〔指標- 6〕 港湾の年間貿易額

(4)より透明性の高い行政の実現
〔指標- 7〕 港湾広報活動への年間参加人数

〔指標- A1〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- A2〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- A3〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- A4〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

（スケールメリットによる
より安いサービスの提供）

（時間短縮による
より速いサービスの提供）
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（参考）現場の活動改善と 港湾行政の目標実現との連鎖フロー

⑥物流コスト
の低減

②工事コストの
縮減

⑤港湾諸料金の
変化

⑧国際競争力の強化と国民生活の質の向上
および地域経済の活性化に資する海上輸送

サービスの確保・産業空間の形成

④大型船の
早期入港

①効率的・効果的な
行政運営の実現

人材育成・組織学習人材育成・組織学習の視点の視点

※バランス・スコアカード：

・事業計画の予定進捗率の達成度

③早期の供用を
実現する

Ⓑ情報システムを開
発・導入する

Ⓒ他の関係機関と
連携および協力体制を

整える

Ⓓ職員の意識改革を図
る（顧客志向、コスト意識

の浸透など）

港湾行政の目標の実現港湾行政の目標の実現

現場の日々の活動改善現場の日々の活動改善

＋

独
自
指
標

】

【
共
通
指
標

財務財務
のの

視点視点

顧客顧客
のの

視点視点

業務プロセス業務プロセスの視点の視点

【
独
自
指
標
】

Ⓐ職員のスキルを向
上させ、物流への理

解を深める

・工事コスト縮減率

・大水深ターミナル等における
寄港船舶の平均船型

◇より効率的な行政への対応

◇国民への説明責任・成果主義など
への対応

・目標取扱貨物量の伸び率
・港湾の年間貿易額

⑦取扱貨物量の
変化

1992年にロバート・キャプランとデビッド・ノートンによって提唱された、組織のビジョンや戦略を実現するために重要な４つの視点などに基づき、

バランスよく組織が向かうべき方向を定める手法。
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①効率的、効果的な行政の実現に向け、現場の日々の活動状況を改善するために、事務所毎の戦略に基づ
き事務所が独自に設定する指標。

■ 指標の設定の必要性
・共通指標に設定した事業の進捗状況などの指標のみでは、職
員の日々の業務改革などに直結しづらい。
・事務所毎の戦略により、指標が変わりうるほか、現場において
指標自体を検討することにより、改革への意識向上に資する。

下記の２つの視点で、独自指標の設定を行う。

②国民への説明責任、成果主義などへの対応をより一層図るために、全国的に共通に定めた指標のほかに、
地元の港湾のおかれている状況などを踏まえて、地域住民などに成果をわかり易く提示するための指標。

■ 指標の選定手順
・現状の事務所の課題、事務所ならびに各セクションの今
後の業務戦略などを検討し独自指標の候補を選定。
・指標のフォローアップや、職員の意識改革などへの寄与
度などを考慮して、指標を選定し、目標値などを設定。

■ 指標の設定の必要性
・共通指標のみでは、当該事務所の管轄する港湾のお
かれている状況、抱える課題などの状況、整備による成
果などを網羅できないことも想定されるため、必要に応じ
て地域住民などに示すわかりやすい指標を選定する必
要がある。

■ 指標の選定手順
・所管する港湾のおかれている状況などを勘案し、地域住民など
にわかりやすく提示する成果目標としては何が適切かを考慮して、
独自指標の候補を選定。
・指標のフォローアップのデータ取得性等も考慮して、指標を選定
し目標値を設定。

（参考）独自指標の策定について

【【地元が置かれている状況地元が置かれている状況】】
①船舶の沖待ちが生じている
②外貿ターミナルにおいて保安対策が進んでいな
い
③港湾関連車両による道路渋滞が発生している

【【独自指標のイメージ独自指標のイメージ】】
①『港湾における船舶の沖待ち回数』
②『国際船舶・港湾保安法に基づいた保安措置
の実施施設数』
③『港湾関連車両のDID地区の道路交通量』

【【事務所の内部の状況事務所の内部の状況】】
①最近、無断欠勤者が増加している
②残業時間が長く、モチベーションが下がっている
③ターミナル整備工事で事故が起きた

【【独自指標のイメージ独自指標のイメージ】】
①『無断欠勤日数』
②『残業時間』
③『工事事故発生件数』
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指標詳細ならびに目標設定等について
（案）

資料５

1.安くて・速いサービスの提供
2.安全・安心なサービスの提供
3.投資の有効性・効果的な利用の実現
4.透明性の高い行政の実現
5.効率的・効果的な行政への対応
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年 月日 時間 年 月日 時間

A船 53,519 1号岸壁 2004 1101 0900 8.0 バルク船 2004 1101 1700

B船 40,627 1号岸壁 2004 1102 1000 31.0 バルク船 2004 1103 1700

C船 42,339 1号岸壁 2004 1105 1000 10.0 バルク船 2004 1105 2000

出港時間岸壁

使用時間
形態船名

総トン数

（Ｇ／Ｔ）
岸壁

入港日時

……… … ………………

航路 運航頻度 船名 船型 運行会社 寄港地

A船 6,000TEU ○○社

B船 5,500TEU ××社

欧州航路 biweekly C船 4,500TEU △△社 Hamburg→Rotterdam→Shingapore→Kobe→・・・

北米航路 weekly L.A→Seattle→Tokyo→Kobe→Nagoya→・・・

…… …… …

平均船型の推移
基幹航路（北米西岸航路＋欧州航路）

4,269

4,789

4,0423,794

4,363

4,374

3,000

4,000

5,000

6,000

H14末 H15末 H16末

Ｎ　港

Ｙ　港

（1-1）安くて・速いサービスの提供

【【指標指標--1 1 】】大水深ターミナル等における寄港船舶の大水深ターミナル等における寄港船舶の平均平均船型船型

【【指標の指標の概要概要】】
コンテナ船や貨物船、フェリー、コンテナ船や貨物船、フェリー、RORORORO船などの大型化などに対応した物流ターミナル船などの大型化などに対応した物流ターミナルのの整備により、大整備により、大

型船の就航が可能にな型船の就航が可能になる。大型船による貨物の運搬によって、る。大型船による貨物の運搬によって、スケールメリットスケールメリットが生まれ、が生まれ、物流コストの低物流コストの低
減などが可能になることから、主要ターミナルにおける船舶の平均船型を、減などが可能になることから、主要ターミナルにおける船舶の平均船型を、利用貨物の輸送コストの低減、
安いサービスが提供されているかどうかの代表指標とする。

・主要ターミナル別

・国際海上コンテナ、多目的国際、内貿ユニットロードのターミナル別
集計単位集計単位

A港コンテナターミナル： 4,269ＴＥＵ(H16) → 4,500TEU（H17)

B港多目的ターミナル： 35,000GT（H16) → 37,000GT（H17)
指標設定イメージ指標設定イメージ

主要ターミナルごとの接岸した船舶の平均船型

（ ＝Σ主要ターミナルへの寄港船舶の船型／主要ターミナルへの寄港隻数 ）
指標の指標の定義定義

入出港届 等データソースデータソース

■船型別の海上輸送費用
（スケールメリットによるコスト低減）

※航行日数が10日の場合で、4000TEU級船の費用を100とした。

資料：港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成１６年６月）

船型（TEU）

平均船型 ○○○TEU

■コンテナ船の航路別船型データ（イメージ）

物流コストの低減

規模の経済による
海上輸送コストの低減

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

安くて速いサービスが
提供されているか？

■対象指標のアウトカムフロー

■コンテナの平均船型の推移

■貨物船の入港データ（イメージ）

平均船型 ○○○GT

船舶の大型化への対応が
なされているか？

大水深ターミナル等大水深ターミナル等
における寄港船舶のにおける寄港船舶の
平均船型平均船型の大型化の大型化

50

60

70

80

90

100

4,000 6,000 8,000

船
型

（
TE
U

）

資料：国際輸送ハンドブック
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（1-2）安くて・速いサービスの提供

【【指標指標--2 2 】】港湾の入出港港湾の入出港等等手続きにおける電子データ利用率手続きにおける電子データ利用率

【【指標の概要指標の概要】】
輸出入・港湾関連手続きのシングルウインドウ化への輸出入・港湾関連手続きのシングルウインドウ化へのITIT情報環境を整備することにより、港湾情報環境を整備することにより、港湾EDIEDI

等の電子データの利用が促進される。電子データの利用によって、港湾諸手続きが簡素化・迅速化等の電子データの利用が促進される。電子データの利用によって、港湾諸手続きが簡素化・迅速化
され、リードタイムされ、リードタイムのの短縮、荷役コストをはじめとする物流コスト短縮、荷役コストをはじめとする物流コストのの低減低減にもつながるにもつながることから、港湾のことから、港湾の
入出港入出港等等手続きおける電子データの利用率を代表指標とする。手続きおける電子データの利用率を代表指標とする。

物流コストの低減

港湾手続きの迅速化による
リードタイムの短縮

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上及びに資

する海上輸送サービスの確
保・産業空間の形成

安くて速いサービスが
提供されているか？

■対象指標のアウトカムフロー

港湾運営が迅速かつ効率
的に行われているか？
港湾の入出港手続き港湾の入出港手続き
における電子データにおける電子データ

利用率利用率の向上の向上

・港湾もしくは主要ターミナル別集計単位集計単位

○○港： 40%(H16) → 50%(H17)指標設定イメージ指標設定イメージ

港湾ごとの入出港等手続きにおける電子データ（港湾EDI）の利用率

（ ＝電子データによる入出港届等の申請件数／ 入出港届等の申請件数 ）
指標の指標の定義定義

入出港届 等データソースデータソース

■入出港届のデータ（イメージ）

■港湾EDIシステムの月別申請件数と

登録者数の推移
■目標値の設定例

（電子データの利用率）

H15末

50%

0%

100%

H16末 H17末 H18末 H19末

30%
40%

50%
（目標）

60%
（目標）

70%
（目標）

・・・EDI申請
・・・FAX・持参

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

19
99

/ 8 9 10 11 12
20

00
/ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
01

/ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
20

02
/ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
03

/ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
20

04
/ 1 2 3

申
請

件
数

（
件

）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

登
録

者
数

（
事

業
所

）

申請者（その他業種）

申請者（係留施設管理者）

申請者（運航船社）

申請者（船舶代理店）

申請件数

供用開始

921

52,043

１　船舶の名称 ２　定期不定期別

貨物船 貨客船 客船 油槽船 漁船 その他

汽船 機船 機帆船 その他

４　国籍 ５　船籍港

８　純トン数
   （Net Tonage）

６　信号符字
    又は船舶番号

７　総トン数
   （Gross Tonnage）

定期航路名              不定期航路

３　船舶の種類

…
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（2-1）安全・安心なサービスの提供

【【指標指標--3 3 】】主要ターミナルにおける定期航路の欠航率主要ターミナルにおける定期航路の欠航率

【【指標の概要指標の概要】】
防波堤等を整備、供用することにより、防波堤等を整備、供用することにより、港港内の静穏度が向上し、定期航路の欠航率が減少し、船内の静穏度が向上し、定期航路の欠航率が減少し、船

舶の舶の安全・安心なサービスの提供に資することとなる。よって、安全・安心なサービスの提供に資することとなる。よって、主要ターミナルにおける定期航路の主要ターミナルにおける定期航路の
欠航率を代表指標とする。欠航率を代表指標とする。

船舶の円滑な航行による
安全性の向上

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

安全・安心なサービスが
提供されているか？

■対象指標のアウトカムフロー

船舶の円滑な航行が
実現しているか？
主要ターミナルに主要ターミナルに
おける定期航路のおける定期航路の

欠航率欠航率の縮減の縮減

■目標値の設定例
（コンテナ定期航路の欠航率）

H15末

10便

0

20便

H16末 H17末 H18末 H19末

15便 12便 10便
（目標）

・・・目標値
・・・欠航便数

■防波堤による静穏度向上（イメージ写真）

・内貿ユニットロードターミナルなどの主要ターミナル別集計単位集計単位

A港内貿ユニットロードターミナル（ＲＯＲＯ船）： 12便(H16) → 11便（H17)

B港内貿ユニットロードターミナル（フェリー）： 5%（H16) → 3%（H17)
指標設定イメージ指標設定イメージ

定期航路の遅延および欠航率

（ ＝定期航路の欠航等便数／定期航路の就航便数 ）
指標の指標の定義定義

定期船の運航会社資料 等データソースデータソース
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（2-2）安全・安心なサービスの提供

【【指標指標--4 4 】】開発保全航路等における海難事故発生件数開発保全航路等における海難事故発生件数

【【指標の概要指標の概要】】
浅瀬等の存在により航行に支障が浅瀬等の存在により航行に支障が生じている生じている開発保全航路開発保全航路や港内航路をや港内航路を整備整備することすることにより、船により、船

舶舶航行の安全性が向上し、安全・安心なサービスの提供に資する。よって、航行の安全性が向上し、安全・安心なサービスの提供に資する。よって、開発保全航路等におけ開発保全航路等におけ
る海難事故発生件数を代表指標とする。る海難事故発生件数を代表指標とする。

海難事故の減少による
安全性の向上

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

安全・安心なサービスが
提供されているか？

■対象指標のアウトカムフロー

船舶の円滑な航行が
実現しているか？
開発保全航路等に開発保全航路等に
おける海難事故おける海難事故
発生件数発生件数の減少の減少

・開発保全航路別、港湾別集計単位集計単位

○○港航路： 8件(H16) → 5件（H17) 

△△開発保全航路： 13件(H16) → 11件（H17)
指標設定イメージ指標設定イメージ

開発保全航路や港内における海難事故発生件数指標の指標の定義定義

海難統計 等データソースデータソース

■海難統計のデータ（イメージ）

事故件数 ○○件

■航路の整備状況（東京湾口航路）

（出所）国土交通省情報管理部交通調査統計課HP

■目標値の設定例
（海難事故の発生件数）

H15末

10件

0

20件

H16末 H17末 H18末 H19末

15件

13件

7件
（目標）

・・・目標値
・・・事故件数
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360
1日23時00分

3月7日10時00分

500

・・・

原木

上段：品名

又は

車種

下段：数量

（ﾄﾝ又は台）

・・・

1

貨物形態

1.ｺﾝﾃﾅ

2.ｼｬｰｼ

3.その他

・・・

ロッテルダ
ム

最終船卸
港

又は

最初船積
港

貨物の内容

海上出入貨物

係留状況

用
途

国
籍

航
路
名

上段：
船名

下段：
総ﾄﾝ数

入
港
日

場
所

…

日
本

・・・

横浜

仕向
港

又は

仕出
港

・・・

4

区分

1.輸出

2.移出

3.輸入

4.移入

・・・

3月5日11時00分

上段：着岸時刻

中段：離岸時刻

下段：係留時間

…

○
□
埠
頭

…

内
国

定
期

フ
ル
コ
ン
船

A船

0
5

…・・・…

入港船舶

（3-1）投資の有効性・効果的な利用の実現

【【指標指標--5 5 】】目標取扱貨物量の目標取扱貨物量の伸び率伸び率

【【指標の概要指標の概要】】
取扱貨物量の増加に対応するために物流ターミナルを整備取扱貨物量の増加に対応するために物流ターミナルを整備すると多くすると多くの貨物を取り扱うことがでの貨物を取り扱うことがで

きるようになる。ポートセールス等によりきるようになる。ポートセールス等により多く多くの貨物が集まるようになり、港湾施設が効果的に利用さの貨物が集まるようになり、港湾施設が効果的に利用さ
れるれるととスケールメリットが生まれ、物流コストが低減スケールメリットが生まれ、物流コストが低減し、投資の有効性・効果的な利用の実現に資すし、投資の有効性・効果的な利用の実現に資す
ることとなる。よってることとなる。よって、、目標取扱貨物量の伸び率目標取扱貨物量の伸び率を代表指標とする。を代表指標とする。

物流コストの低減

規模の経済による
海上輸送コストの低減

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

投資の有効性・効果的な利
用が実現しているか？

■対象指標のアウトカムフロー

港湾施設が効果的に
利用されているか？
目標取扱貨物量の目標取扱貨物量の

の達成の達成

・主要ターミナル別

・国際海上コンテナ、多目的国際、内貿ユニットロードのターミナル別
集計単位集計単位

A港コンテナターミナル： － (H16) → 1.15倍（H17) 【20万TEU→23万TEU】

B港多目的ターミナル： －（H16) → 1.1倍（H17) 【30万トン→33万トン】
指標設定イメージ指標設定イメージ

主要ターミナルごとに設定した取扱貨物量の目標値の伸び率

（ ＝主要ターミナルの取扱貨物量／主要ターミナルの取扱貨物量の目標値 ）
指標の指標の定義定義

泊地係船岸及び本船荷役集計表 等データソースデータソース

■ 『船舶・旅客・貨物調査票』イメージ
■目標値の設定例 （コンテナの貨物量）

H15末

100

0

200

H16末 H17末 H18末 H19末

105

・・・目標値
・・・貨物量 160

（目標）

取
扱

貨
物

量
（
千
TE
U

）

123



6

（3-2）投資の有効性・効果的な利用の実現

【【指標指標--6 6 】】主要ターミナルにおける年間貿易額主要ターミナルにおける年間貿易額

物流コストの低減

規模の経済による
港湾コストの低減

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

投資の有効性・効果的な利
用が実現しているか？

■対象指標のアウトカムフロー

港湾施設が効果的に
利用されているか？

主要ターミナルにおける主要ターミナルにおける
年間貿易額年間貿易額の増加の増加

・主要ターミナル別

・国際海上コンテナ、多目的国際、内貿ユニットロードのターミナル別
集計単位集計単位

A港コンテナターミナル： 2000億円(H16) → 2200億円（H17)

B港多目的ターミナル： 30億円(H16) → 33億円（H17)
指標設定イメージ指標設定イメージ

主要ターミナルごとの年間貿易額指標の指標の定義定義

貿易統計 等データソースデータソース

        （２）港 別 輸 出 入 額（ 東 京 港 ） （単位：百万円､ ％）

輸    出 輸    入

平成15年 平成14年 平成15年 平成14年

価    額 前年比 構成比 価    額 前年比 価    額 前年比 構成比 価    額 前年比

港名

全国海港総額 40,284,259 104.1 100.0 38,716,059 105.9 31,636,944 106.4 100.0 29,737,142 98.6

管内海港 4,160,014 100.2 10.3 4,151,088 93.5 5,440,193 104.7 17.2 5,195,823 99.8

東京港 4,014,431 100.1 10.0 4,010,637 93.0 5,050,017 104.3 16.0 4,843,441 100.2

新潟港 67,552 103.8 0.2 65,069 114.0 326,749 112.4 1.0 290,593 98.2

直江津港 30,225 107.5 0.1 28,110 99.9 36,484 94.6 0.1 38,564 99.5

柏崎港 153 全増 0.0 － 全減 538 258.0 0.0 209 3.4

酒田港 47,653 100.8 0.1 47,271 103.9 26,405 114.7 0.1 23,017 82.2

横浜港 6,091,972 104.8 15.1 5,813,120 101.0 2,863,845 99.7 9.1 2,872,627 95.1

神戸港 4,331,105 101.7 10.8 4,257,793 106.9 2,054,101 101.1 6.5 2,030,831 99.3

大阪港 1,782,590 108.3 4.4 1,645,246 102.7 2,758,866 105.4 8.7 2,617,045 96.8

名古屋港 7,441,295 106.3 18.5 6,997,829 106.9 2,808,835 106.7 8.9 2,633,582 100.7

■貿易統計のイメージ

輸出価額 ○○百万円 輸入価額 ○○百万円

（出所）東京税関管内貿易概要（平成15年度：速報）

【【指標の概要指標の概要】】
取扱貨物量の増加に対応するために物流ターミナルを整備取扱貨物量の増加に対応するために物流ターミナルを整備すると多くすると多くの貨物を取り扱うことができの貨物を取り扱うことができ

るようになる。ポートセールス等によりるようになる。ポートセールス等により多く多くの貨物が集まるようになり、港湾施設が効果的に利用さの貨物が集まるようになり、港湾施設が効果的に利用さ
れるれるととスケールメリットが生まれ、物流コストが低減スケールメリットが生まれ、物流コストが低減し、投資の有効性・効果的な利用の実現に資すし、投資の有効性・効果的な利用の実現に資す
ることとなる。よってることとなる。よって、主要ターミナルにおける年間貿易額を代表指標とする。、主要ターミナルにおける年間貿易額を代表指標とする。

■目標値の設定例
（コンテナターミナルの貿易額）

H15末

1000億円

0

2000億円

H16末 H17末 H18末 H19末

1000億 1100億

1400億
（目標）

・・・目標値
・・・年間貿易額
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（4）透明性の高い行政の実現

【【指標指標--7 7 】】港湾広報活動への年間参加人数港湾広報活動への年間参加人数

【【指標の概要指標の概要】】
国民、地域住民、港湾ユーザー等との効果的なコミュニケーションや情報公開によって、港湾への国民、地域住民、港湾ユーザー等との効果的なコミュニケーションや情報公開によって、港湾への

理解が深まる。それにより、国民、地域住民等への説明責任が果たされ、理解が深まる。それにより、国民、地域住民等への説明責任が果たされ、透明性の赤い行政への透明性の赤い行政への
実現に資することとなる。よって、実現に資することとなる。よって、港湾広報活動への年間参加人数を代表指標とする。港湾広報活動への年間参加人数を代表指標とする。

効率的・効果的な港湾の利
用が実現することによる

物流コストの低減

広報活動による国民、地域
住民、港湾ユーザー等の港

湾への理解が深まる

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

透明性の高い行政が
実現しているか？

■対象指標のアウトカムフロー

国民に開かれた行政運営
が実現しているか？
港湾広報活動への港湾広報活動への

年間参加人数年間参加人数の増加の増加

・港湾別集計単位集計単位

○○港： 1千人(H16) → 1.4千人（H17)指標設定イメージ指標設定イメージ

港湾ごとに開催した広報活動に参加した人数指標の指標の定義定義

事務所の管理データ 等データソースデータソース

■目標値の設定例

H15末

1千人

0

2千人

H16末 H17末 H18末 H19末

1千人

1.2千万人

1.8千人

（目標）

・・・目標値
・・・参加人数

■港湾広報活動のイメージ
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（5-1）効率的・効果的な行政への対応

【【指標指標--8 8 】】事業計画の予定進捗率の達成度事業計画の予定進捗率の達成度

【【指標の概要指標の概要】】
適正な進捗管理による円滑な港湾整備事業適正な進捗管理による円滑な港湾整備事業をを実現実現しし、早期の供用、早期の供用をを可能可能とするとする。それにより、早。それにより、早

期の大型船舶の寄港等が可能になり、大型船による貨物の運搬によって、スケールメリットが生ま期の大型船舶の寄港等が可能になり、大型船による貨物の運搬によって、スケールメリットが生ま
れ、物流コストの低減などが可能になることから、れ、物流コストの低減などが可能になることから、効率的・効果的な行政への対応に資することとな効率的・効果的な行政への対応に資することとな
る。よって、る。よって、事業計画の予定進捗率の達成度を代表指標とする。事業計画の予定進捗率の達成度を代表指標とする。

大型船舶の寄港による
物流コストの低減

適切な進捗管理による
早期供用の実現

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

効率的・効果的な行政への
対応が実現しているか？

■対象指標のアウトカムフロー

予定通りに工事が
行われているか？

事業計画の予定進捗率事業計画の予定進捗率
の達成度の達成度

・港湾別集計単位集計単位

○○港： 98%(H16) → 100%（H17)
指標設定イメージ指標設定イメージ

（目標値の設定）（目標値の設定）

港湾ごとの当該年度の予定進捗率の達成度

（ ＝年度末出来高／予定年度末出来高 ）
指標の指標の定義定義

事務所の管理データ 等データソースデータソース

■目標値の設定例

H15末

50%

0

100%

H16末 H17末 H18末 H19末

98%
100%

・・・目標値
・・・達成度

100%
（目標）

100%
（目標）

100%
（目標）

■港湾工事（イメージ）
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（5-2）効率的・効果的な行政への対応

【【指標指標--9 9 】】工事コスト縮減率工事コスト縮減率

【【指標の概要指標の概要】】
より経済的な構造断面の検討や、リサイクル材および新技術の導入によって、建設費用が削減さより経済的な構造断面の検討や、リサイクル材および新技術の導入によって、建設費用が削減さ

れる。建設費用の削減によって、港費が低減され、れる。建設費用の削減によって、港費が低減され、ひいてはひいては物流コストの低減などが可能になること物流コストの低減などが可能になること
から、から、効率的・効果的な行政への対応に資することとなる。よって、効率的・効果的な行政への対応に資することとなる。よって、港湾ごとの工事コスト縮減率を代港湾ごとの工事コスト縮減率を代
表指標とする。表指標とする。

■公共事業コスト構造改革プログラム

物流コストの低減

工事コスト縮減による
港費の低減

国際競争力の強化と国民
生活の質の向上に資する
海上輸送サービスの確保・

産業空間の形成

効率的・効果的な行政への
対応が実現しているか？

■対象指標のアウトカムフロー

建設費が効率的に
使われているか？
工事コスト縮減率工事コスト縮減率

の向上の向上

・港湾別集計単位集計単位

○○港： △7%(H16) → △8%（H17)指標設定イメージ指標設定イメージ

港湾ごとの工事コストの縮減率

（ ＝港湾ごとのコスト縮減額／港湾ごとの当初予算額 ）
指標の指標の定義定義

事務所の管理データ 等データソースデータソース

■目標値の設定例

H15末

-10%

-20%

0

H16末 H17末 H18末 H19末

-7%

-9%
-11%

（目標） -13%
（目標） -15%

（目標）

・・・目標値
・・・縮減率
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1) 安くて・速いサービスの提供

・港湾コストは、入港船舶の船型などに
より入港にかかわるコストも変わるが、
その部分が表現できない。また、海上
輸送コスト部分についても表現できない。

・船型では、国民に直感的に理解がで
きるかという課題あり。

・輸送コストのうち、港湾コストに関
連する指標であり、１隻あたりの積
卸量が多いほど、固定費などが規
模の経済で低減されるのを表す。

・主要コンテナターミナル
選定

寄港1隻あたりの積み下ろしコンテナ貨物量
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ 700ＴＥＵ(H15)→750ＴＥＵ(H16)

ｺﾝﾃﾅBﾀｰﾐﾅﾙ 900TEU（H15)→1000TEU（H16)
3

備考（課題など）備考（課題など）

大水深ターミナル等における寄港船舶の最大
船型
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ 5500ＴＥＵ(H15)→5500ＴＥＵ(H16)

多目的30000GT（H15)→32000GT（H16)

大水深ターミナル等における寄港船舶の平均大水深ターミナル等における寄港船舶の平均
船型船型

【【例例】】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ 35003500ＴＥＵＴＥＵ(H15)(H15)→→39003900ＴＥＵＴＥＵ(H16)(H16)

ｺﾝﾃﾅＢﾀｰﾐﾅﾙｺﾝﾃﾅＢﾀｰﾐﾅﾙ 48004800ＴＥＵＴＥＵ(H15)(H15)→→51005100ＴＥＵＴＥＵ(H16)(H16)

多目的多目的89008900GGTT（（H15)H15)→→93009300GGTT（（H16)H16)

指指 標標 （案）（案）

・既に最大クラスの船が入港している際
には、指標値の向上などがない。

・最大船型では、当該ターミナル利用の
貨物の海上輸送コストの動向すべてを
表現できない。

・船型では、国民に直感的に理解がで
きるかという課題あり。

・当該ﾀｰﾐﾅﾙの最大級の船舶が入
港しているかどうかを表すことがで
き、集計も容易。

同上
2

・コンテナ（TEU）、貨物船（DWT）、旅客
船（ＧＴ）などの船型の単位が想定され
るが、統計的に集計されているのは、
総トン（ＧＴ）のみである。

・複数ﾀｰﾐﾅﾙが存在する場合に、指標
の公表をﾀｰﾐﾅﾙ別とするか、達成率の
形とするかなどの検討が必要。

・船型では、国民に直感的に理解がで
きるかという課題あり。

・当該ターミナル利用貨物の海上輸

送コストとリンクできる。規模の経
済で利用貨物がどの程度海上輸送
コストが安くなったかを表せる。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

1

よ

り

安

く

集計単位集計単位 特特 長長
番番

号号

目目

的的

参考資料指標選定プロセスにおいて検討した指標



2

1) 安くて・速いサービスの提供（続き）

備考（課題など）備考（課題など）

・入出港届けなどの総届け数を母数に
する場合には、港長の協力などが必要。
岸壁利用届けなどは、港湾管理者の協
力で集計できるが、専用バースなどの
集計ができない等の課題あり。

・外航船舶の入出港に関わる入出
港届けなどの申請に占める電子
データ利用率により、事務手続きの
迅速化、簡素化などを表現できる。

・港湾単位もしくは主要
ターミナル別で集計

港湾の入出港港湾の入出港等等に関わる手続きの電子デーに関わる手続きの電子デー
タ利用率タ利用率

【【例例】】Ａ港Ａ港 ４５％４５％(H15)(H15)→→ ５５％５５％(H16)(H16)

Ｂ港Ｂ港 ７２％７２％(H15)(H15)→→ ７７％７７％(H16)(H16)

4

よ

り

速

く

・利用があまりされていないターミナル
などでは、有効な指標ではない。

・港湾が混雑していている状況を解
消するために施設整備をした状況
などが解消されるかどうかなどを表
す指標。適切な施設が整備されて
いるかなどを表すことができる。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

港湾における船舶の沖待ち回数

【【例例】】ｺﾝﾃﾅﾃｰﾐﾅﾙＡｺﾝﾃﾅﾃｰﾐﾅﾙＡ ３隻／年３隻／年(H15)(H15)→→ ０隻／年０隻／年(H16)(H16)

多目的多目的 ５隻／年５隻／年(H15)(H15)→→ ２隻／年２隻／年(H16)(H16)

6

・コンテナのガントリークレーン、穀物な
どを吸い上げるアンローダーなどの荷
役機械の能力である程度のスピードが
決まる。

・年間取扱量を船舶の係留時間で除す
という定義も想定されるが、不荷役での
係留時間も含めた時間で除したのでは
荷役スピードを表すには不適。

・絶対値が、国民に直感的に理解がで
きるかという課題あり。

・港湾荷役のスピードを表す指標で
はあり、荷役に関わるスピードを計
測できる指標。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

大水深ターミナル等における港湾貨物の平均
荷役速度

【【例例】】ｺﾝﾃﾅﾃｰﾐﾅﾙＡｺﾝﾃﾅﾃｰﾐﾅﾙＡ ３５ＴＥＵ３５ＴＥＵ(H15)(H15)→→ ３６ＴＥＵ３６ＴＥＵ(H16)(H16)

多目的多目的 500500トントン//ｈｈ(H15)(H15)→→500500トントン/h(H16)/h(H16)

5

指指 標標 （案）（案） 集計単位集計単位
特特 長長

番番

号号

目目

的的



3

2) 安全・安心なサービスの提供

・入港拒否の原因が船側なのか港側な
のかが特定しづらい。

・当該港湾から出発した船舶が海外
の港湾にて入港拒否される数を評価
することなどにより、保安レベルを評
価できる。

・港湾単位などで集計

当該港湾から出航した船舶がSOLAS条
約に関わる入港拒否をされる隻数
【例】Ａ港 ２隻(H15)→０隻(H16)

1１

・我が国の主要港湾における要保安措
置の施設数を今後把握する予定。

・我が国の主要港湾にある改正
SOLAS条約に対応した保安措置の実
施施設数を表す。

・国が保安規定を承認するので、確実
に数を把握することが可能。

・主要港湾選定

国際船舶・港湾保安法に基づいた保安
措置の実施施設数
【例】Ａ港 ２０カ所(H15)→２４カ所 (H16)

１０

備考（課題など）備考（課題など）

・湾内ではなく外海が荒れているため、
荷役（入港）できない場合の評価などが
難しい。

・港湾の利用の状況を表現できる指
標である。防波堤の整備などを実施し
ている港湾では、その進捗状況を表
現できる指標となる。

・主要定期航路就航ターミ
ナル選定

・国際海上コンテナ、内貿
ユニットロードターミナル別

主要ターミナルにおける定期航路の欠航
率
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ ３便(H15)→１便(H16)

ﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙ 5%（H15)→ ３％（H16)

８

・航路拡幅や障害物撤去などの効果は、
整備完了後に発揮されることが多く、整
備途上の毎年の評価にはなじまない懸
念がある。

・事故の減少が整備にどれだけ起因す
るかを特定するのは難しい。

・航路の安全性を表すことができる。・港湾単位などで集計

開発保全航路等における海難事故発生開発保全航路等における海難事故発生
件数件数
【例】Ａ港航路 ８件(H15)→５件(H16)

開発保全航路 12件（H15)→８件（H16)

９

・臨港交通施設の整備などがない港湾
では、貨物量増大とともに交通量も増え
てしまう。また、港湾関連車両の計測が
必要。

・絶対値が、国民に直感的に理解がで
きるかという課題あり。

・港湾関連車両が都市部を通過する
のを表し、住民生活などに及ぼす影
響を表現できる指標である。

・港湾単位などで集計
港湾関連車両のDID地区の道路交通量
【例】Ａ港 100台／日(H15)→８０台／日(H16)

１２

主要ターミナルにおける荷役不可能日数
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ ２日(H15)→１日(H16)

多目的Bﾀｰﾐﾅﾙ ３日（H15)→１日（H16)

指指 標標 （案）（案）

・湾内ではなく外海が荒れているため、
荷役（入港）できない場合の評価などが
難しい。また、荷役の不可能状況は、船
舶の利用が低調なバースでは、評価が
難しくなる。

・港湾の利用の状況を表現できる指
標である。防波堤の整備などを実施し
ている港湾では、その進捗状況を表
現できる指標となる。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

7

安

全

・

安

心

集計単位集計単位
特特 長長

番番

号号

目目

的的
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3) 投資の有効性・効果的な利用の実現

備考（課題など）備考（課題など）

・係留のみの船舶が多くても増加する
指標であり、貨物の取り扱い量などと直
接にリンクはしない。また、占有率では
国民に直感的にどの程度が適正化を
理解し辛い。

・岸壁への投資効果や、将来の投資
必要性を定量的に把握でき、戦略的
なデータとしても利用可。荷役目的以
外の利用を含めた、岸壁の利用状況
を表す指標。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

船舶のバース占有率
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ 40％(H15)→４３％(H16)

多目的 20％（H15)→２５％（H16)

１６

・計画船舶クラスの定義が難しいのと、
利用率を隻数で計測するか、積み卸し
貨物量などで図るかなどの課題もあり。

・計画船舶率が小さくても利用船舶が多
いようなターミナルの評価が小さくてよ
いかという問題あり。

・計画どおりの大型船利用があるかを
示す指標であり、投資の有効性など
の意味では重要。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

係留施設の計画船型クラス船舶の利用率
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ 70％(H15)→80％(H16)１７

・現在、効率的に使われている係留施
設にとっては増加量であるため不利に
働くおそれあり。

・絶対値が、国民には直感的に理解し
にくい。

・ターミナルの利用状況、特に前年か
らの利用増を定量的に把握すること
が可能な指標。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

係留施設あたりの取扱貨物の増加量
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ ー(H15)→3万TEU増(H16)

多目的Bターミナル ー（H15)→1.1倍（H16)

【30万トン→33万トン】

１３

・為替レートや、背後圏の経済状況に
よって左右される。また、貨物量などか
らターミナルごとの貿易額を推計する必
要がある。

・主要ターミナル毎の利用状況を金額
ベースで示すことができる。

・主要ターミナル選定
主要ターミナルにおける年間貿易額
【例】 Ａ港 200億円 (H15)→220億円(H16)

１８

主要ターミナルのヤードの利用度
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ30万TEU(H15)→33万TEU(H16)

多目的 20ｔ／㎡（H15)→25ｔ／ ㎡（H16)

目標取扱貨物量の目標取扱貨物量の伸び率伸び率
【例】ｺﾝﾃﾅＡﾀｰﾐﾅﾙ ー (H15）→1.15倍 (H16)

【20万TEU→23万TEU】

多目的Bターミナル ー（H15)→1.1倍（H16)

【30万トン→33万トン】

指指 標標 （案）（案）

・どの程度がヤード利用の適正水準で
あるかが曖昧であり、国民には数字を
示されても理解がしにくい。

・ヤードが十分に利用されているかど
うかを表す指標。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

１５

・現在、効率的に使われている係留施
設にとっては目標設定が過小となるお
それあり。

・ターミナルの利用状況を定量的に把
握することが可能な指標。

・主要ターミナル選定

・国際海上コンテナ、多

目的国際、内貿ユニッ

トロードターミナル別

１４

投

資

の

有

効

性

・

効

果

的

な

利

用

集計単位等集計単位等
特特 長長

番番

号号

目目

的的
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4) 透明性の高い行政の実現

備考（課題など）備考（課題など）

・批判的な記事やよい事例としての紹
介などをどう区別するかという課題あり。
また、対象を一般紙に限定するか、専
門紙まで含めるかなどにより、掲載数
が大きく変わる可能性あり。

・国民にもわかり易く、カウントも容易
である。

・港湾単位などで集計

港湾関連記事の新聞掲載件数
【例】Ａ港 ６回(H15)→９回増(H16)２１

ホームページアクセス件数
【例】Ａ港 8000回(H15)→１万回(H16)

港湾広報活動への年間参加人数港湾広報活動への年間参加人数
【例】Ａ港 1万人(H15)→１．４万人(H16)

指指 標標 （案）（案）

・国民がＨＰのどの部分にアクセスして
いるのかなどが表現できない。また、ア
クセス者が一般国民か関係者かなどに
ついても判別できない。

・魅力あるHPづくりなど広報の積極性
が評価可。

・港湾単位などで集計２０

・背後圏の人口等の基礎的条件の影響
が大きく、絶対値では事務所間比較な
どには適さない。

・広報活動によるアウトカムが測定可。・港湾単位などで集計１９

透

明

性

集計単位集計単位
特特 長長

番番

号号

目目

的的
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5) 効率的・効果的な行政への対応

備考（課題など）備考（課題など）

・工事コストの縮減などにも関わる指標
であり、また、工事の実施中に新技術
に転換するなどのケースは少なく、事業
実施中の目標とはしづらい。

・技術向上への意欲、意識改革が評
価可能である。

・港湾単位などで集計工事への新技術導入件数
【例】Ａ港 ２件(H15)→４件(H16)

２４

・年度後半の発注の状況等の評価がで
きない。また、発注が速ければ行政が
効率的という訳ではない。

・上半期の発注率などにより、早期発
注による行政活動の効率化を測定可。

・港湾単位などで集計
工事の早期発注率
【例】Ａ港 80％(H15)→８５％(H16)

２３

・目標年次は「おおむね平成○年代半
ば」などとの記述もあり、厳密な評価が
困難。また、港湾計画の質に対する評
価が目標年の経過のみではできない。

・港湾管理者への技術的助言、良好
なパートナーシップ等について整備局
毎に評価することが可。

・港湾単位などで集計
港湾計画の目標年次の有効性
【例】Ａ港 目標年(H15)→改訂実施予定(H16)

２５

・当初の事業費の見積もりの精度にも
実績が左右される。

・国民からの関心も高い事業費につい
て、把握可。

・港湾単位などで集計
工事コスト縮減率工事コスト縮減率
【例】Ａ港 ７％(H15)→８％(H16)

２６

港湾利用者の満足度
【例】Ａ港 ８割(H15)→９割(H16)

事業計画の予定進捗率の達成度事業計画の予定進捗率の達成度
【例】Ａ港 ９８％(H15)→１００％(H16)

指指 標標 （案）（案）

・対象が港湾利用者に限定されエンド
ユーザーたる国民までは聞きづらい。
また、満足度についての新たな調査が
必要であり、調査方法によってはバイア
スの恐れもある。

・港湾の利用者について、港湾毎の総
合的な評価が把握可能。

・港湾単位などで集計
２７

・事業全体計画に占める当該年度の進
捗率を表すことも考えられるが、事務所
の内部のマネジメントには、単年度の
進捗管理が重要となる。

・予算執行額で計測するか、事業進捗
率で図るかという選択もある。（事業進
捗の場合は、進捗率の事業費による重
み付けなどが必要。）

・適切な進捗管理をするための目標と
なる指標。年単位の管理ではなく、四
半期単位での進捗管理も可能。

・港湾単位などで集計２２

効

率

的

・

効

果

的

な

行

政

へ

の

対

応

集計単位集計単位
特特 長長

番番
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目目

的的




